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７－２ 「安全安心なまちづくり推進フォーラム」の開催 

７-２-１ 開催概要 

（１）開催目的 

これまでに進められてきた、行政による防災防犯への取組みに加えて住民力の強化という視

点から進めていくべき安全安心なまちづくりに関する調査成果をお知らせしていくとともに、

今後に向けた新たな取組みの重要性を広く呼びかけ、市民活動の契機となるよう、当フォーラ

ムを開催した。 
なお、当フォーラムは、国土交通省の委託を受け、新潟市が調査主体となり、警察庁、内閣

府、仙台市および浜松市と連携して実施している平成 20 年度広域ブロック自立施策等推進調

査「犠牲者ゼロを目指した住民力の強化による安全安心なまちづくり方策に関する調査」の一

環として開催した。 
 

（２）開催概要 

名  称 安全安心なまちづくりフォーラム 
日  時 平成 21 年 3 月 15 日（日）午後 1 時～午後 4 時 30 分 
会  場 新潟市民プラザ（ＮＥＸＴ21 ビル 6 階ホール） 
主  催 新潟市 
後  援 国土交通省、警察庁生活安全局、内閣府政策統括官（防災担当） 
参加者数 400 名程度（定員 540 名） 
参加対象 全市民（自主防災組織への呼びかけと共に、市報・HP での募集を行った） 
同時開催 「安全安心なまちづくりワークショップ」パネル展示 
展示場所 新潟市民プラザ（ＮＥＸＴ21 ビル 6 階）ロビー 

 

（３）プログラム 

12:30 開場 

13:00 開会挨拶 

 新潟市長 篠田 昭 

 関係省庁挨拶（国土交通省都市地域安全課 西口学調整官） 

13:10 基調講演 

「地域防災力向上の処方箋」 

【講師】片田 敏孝 氏：群馬大学大学院工学研究科教授 

14:30 休  憩 

14:40 調査成果発表 

 新潟市危機管理監が調査成果を報告 

14:50 調査委員会提言発表 

 当調査の検討委員会による提言を蓑原委員長が報告 

15:10 パネルディスカッション 

「幸せな暮しのための住民力向上」 

【コーディネーター】蓑原  敬氏：（株）蓑原計画事務所所長 

【パネリスト】 小林 潔司氏：京都大学大学院工学研究科教授 

山重  明氏：（株）ノーザンクロス代表取締役 

 田村 圭子氏：新潟大学災害復興科学センター特任准教授 

 曽我 幹男氏：新潟市中央区有明台小学校区ｺﾐｭﾆﾃｨ協議会事務局長 

 篠田  昭    新潟市長 

16:30 閉会 
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７-２-２ フォーラム 

（１）片田教授による基調講演 

① 配布資料 
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② 講話要旨 
・ 犠牲者ゼロのまちづくりをどう達成していくかということに関して、行政も頭を悩ませている

が、答えはある程度見えており、それは行政の力に限界があるということである。行政の限界

をそれでよしとせず、行政は不断の努力をすべきではあるものの、どれだけやっても相手は自

然ということで全部守りきることはできないということは明らかである。このような状況の中

で、なんとかそれであっても地域から犠牲者を出さないような安全安心というものをどう確保

していくかということが、社会の重要な課題としていま問題化している。 
 
・ これまでの地域の安全は、行政が主体となって地域の安全をハード、つまり治水によってなん

とか守るというかたちを取ってきた。避難についても避難勧告を住民に伝えるというように、

行政主体の防災というものが動いてきた。そういうことがきかなくなるという事態が今後顕著

に出てくることが心配される。 
 
・ 災害対策基本法 3 条には、国民の生命や財産を守る責務を国は有すると記載されている。4 条

では都道府県、5 条では市町村に行政の責務があると書いてある。ある意味行政が防災をやら

なければいけないことは明白であるが、相手は自然なので、時には大きな振る舞いをする。そ

れに対して行政がんばれと言ったところで、財政問題もあり、現実問題として難しい。役所の

せいだと言いながら死んでいかなければいけないという事態を迎えぬためにも、行政にもがん

ばってもらうと同時に住民側でもしっかりやるという認識を持っていただきたい。そういった

状況で住民側は、このフォーラムで話題となっている地域力だとか住民力だとか、こういった

ものをどのように作っていくのかを考えるのであるが、現状非常に厳しいと思っている。防災

という観点においては、行政依存が進んでいる。住民自ら備えるという力が地域に備わってい

ないのが現状である。 
 
・ 今まで、自然災害に向かい合っているのは行政という構図であった。行政の保護の下に住民が

いるという状況であったが、自助・共助・公助という概念が出てきた。自助・共助・公助とい

うのは 1 つの地域社会を作っていく機能である。あくまで災害に向かい合っているのは行政で

はなく地域社会、地域社会にある住民が災害に向かい合い、行政は災害に向かい合うために手

を結ぶ関係でなければならない。行政が行政の役割として災害に向かうということである。そ

ういう理解をしておくべきだと思う。公助は行政がやるのであれば、官助と言ってもいいので

はないか。だとすれば、それ以外のものは民助と言っていいだろう。 
 
・ 新潟にはコミュニティ協議会があり、こういうことができる地域となっているので、この思い

を地域でどう広げていくのか、個人の備える力のみならず地域でどう備えるか、この心意気を

地域に持って帰っていただきたい。「備えあれば憂いなし」という言葉があるが、備えていない

のが現状である。これは「安きに居りて危うきを思う 思えば則ち備えあり 備えあれば憂

い無し」の最後の言葉であり、初めに「居安思危」という言葉がある。つまり、安きに居りて

危きことを思うことができれば備えることができるということで、これが、危機管理の基本だ

と思う。日本の危機管理の基本はここにある。                 （以上） 


